
2C1 研究開発人材に 関する各種統計データの 適時的比較分析 

0 張 細雨，平澤 冷 ( 東京大学 ) 

1.  はじめに 

戦後から現在に 至るまでの日本経済の 成長道程において、 科学技術は極めて 重要な役割を 果たし、 その 

基接 として科学技術研究 席発 資源、 特に研究 申 売人材が日本の 科学技行力 め 向上を支えてきたことは 言 う 

までもない。 しかしながら、 これを 技且 的に分析するには、 まだ多くの問題が 残されている。 い わりる、 
科学技術力指裸体系の 申でも仮も主要な 研究 田 党人材指標について、 既存の各種統計の 間で大きな差があ 

る ( 図 1) 。 しかも、 このような差が 生ずる原因はそれほど 明確ではなく、 研究開発人材の 実態を把握するこ 

とは困難であ る。 
本研究では、 研究開発人材指標に 焦点を被り、 研究開発人材に 関する各種統計データを 通時的に比較 検 

訂 し、 既存の各種統計上の 相違点について 分析を行 う 。 そして、 各種統計データの 特徴を明らかにし、 研 

究開発人材の 実態を明確にすることをめざす。 
日本の研究開発人材に 関する基本統計には、 r 学校基本調査報告書 ] 、 f 科学技術研究調査報告Ⅰ と 田 

国持調査報告Ⅰの 3 種の統計が存在する。 本稿では『学校基本調査報告書Ⅰのデータを 基に『科学技術研究 

調査報告Ⅰおよび『国男 謂杢 報告Ⅰによる 枕許データとを 比較検討し、 各種統計の定義、 調査方法、 調査 

対象等の違いについて 考察し、 各種統計データ 面の相違点を 解釈する。 具体的には、 ①各種棟 計 における 

捉え方を比較検討し、 ②本研究におけるデータベースの 集計方法を説明し、 ③各種の統計データについて 

致且 的に比校し、 日本の研究開発人材を 通時的にみたときにどのような 特徴がみいなされるかについて 検 

訂 する。 
2. 各種枕許における 捉え方の比 故 
'.'. 各 "*'th の % 安 

次に、 研究開発人材に 関する各種統計調査について 簡単に仮規する。 
(1). 『 字技基 ホ調査報告言Ⅰ 

文部省大臣官房 謂蚕 統計企画課が、 学校の基本的な 事項を把握する 目的で、 明治 6 年から毎年、 各種の学 

校における学生の 就学状況、 卒業後の就業動向などを 対象に調査を 実施している。 昭和 26 年以降は千学校 

基本調査報告 吉 ] の名称で公表されている。 本調査の歴史は 長く、 戦争による 移 轄も比較的少ない。 

  

図 l  n 科学技術研究 調杢 報告 ] 及 びブ 国勢調査報告 よ における「研究， 技 捕者」数の推移 
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(2). 『科学技 俺 研究 甘圭 報告Ⅰ 

ぼ務 庁統計局統計調査部軽荷統計謀 が 、 日本の科学技術研究活動の 実態を明らかにする 目的で、 昭和 28 

年 0 月から毎年、 全国の会社、 研究 臆関 、 大学等における 研究関係の従事者数、 研究 斉 等を対象にアンケー 

ト調査と推計により 実施し、 集計したものであ る。 r 科学技術研究調査報告 ] の調査は戦後から 実施され 

たので、 当然それ以前のテークは 存在しない。 
(3). 『国持 穏杢 報告 ] 

総務庁統計局統計調査部国勢統計謀 め 、 日本の人口の 状況を明らかにする 目的で、 大正 9 年から全国にお 

ける常住人口を 対象に実施している。 昭和 20 年は戦争のために 中止された。 昭和 22 年以降再 び 実施され、 

10 年ごとに大規 楳 調査をし、 その中間 05 年目には、 簡易調査をするという 形で実施されている。 r 国勢調 

杢 報告 ] の 謂杢規 楳は大きいものの、 戦争等の移番を 大きく受けている。 
'.'. 甘圭 方法。 北枕 

『科学技術研究調査報告 ] 及 び 『国持調査報告 ] における研究開発人材に 関する調査方法は 次のように 
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上記の通り、 各種の統計における 回答主体の違いによって、 集計 笹が 異なる・ 

2.3. 定甘 の比較 

研究 臆発 人材は「研究・ 技術者」と「技能者Ⅰを 含 む。 次に、 それぞれの定義を 比較し、 その共通点と 

相違点を説明する。 
(1). 「研究・枝折 者 」相当 

「研究・技術者」相当として、 f 科学技術研究調査報告Ⅰにおける「研究本務者」と「研究補助者」、 
『国持調査報告Ⅰにおける「科学研究者」と「技術者」が 当てはまると 考えられる。 両者の共通点と 相違 

点は以下のようになる。 

・共通点 

「研究・技術者」に 対しては、 共に「大学の 課程を終了したか、 ス はこれと同程度以上の 専門的知識を 

有する」ことを 基礎的な条件としている。 
  相違点 

① 『国勢調査報告Ⅰの「科学研究者」の 業務内容には「専門的・ 科学的な業務に 従事する」ということ 

を 走舞しているので、 科学技術研究は 含まれているが、 技術 臆 姥等は除外されている。 それに対し、 r 科 

学 技術研究 謂杢 報告Ⅱの「研究本務者」並びに「研究補助者」の 業務内容には「研究のみならず 製品およ 

び生産， 温 造工程等に関する 憶 発や技術的改昔を 図るために行われる 活動に従事する」と 規定され、 科学 

技術研究と開発の 両方が含まれている。 
② 『国井調査報告 ュの 「技術者」は、 「生産における 企画・管理・ 監督・研究等の 科学的・技術的な 業 

務 に従なする者」とされており、 「科学研究者」で 除外された技術開発相当の 業務は、 この範囲に含まれ、 

さらに研究 臆発 以外の業務 ( 例えば、 企画、 管理、 監督等 ) も含まれている。 
したがって、 両者が対象とする 範囲が多少異なるため、 『国勢調査報告 ] の集計値は千科学技術研究 調 

査 報告 ] の集計値を上回ることが 想定される。 

(2). 「 技榛者 J 相当 
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  共 " 点 

「技能者」に 対しては、 いずれも教育水準に 関する条件は 付けられていない。 
  相違点 

千科学技術研究調査報告 ] の「技能者」は、 研究開発 活 勒の中での技術的サービスを 主とする者であ り、 

7 国勢調査報告 ] の「技能者」では 研究 臆 死活動よりも、 むしろ生産工程の 作業に従きする 者であ る。 

3. 本研究における 研究 臆 死人材のテークベースの 集計方法 

3.1. データベースについて 

本研究では以下のようなデータベースを 用いた。 

名 称 分 野 分析 捷始 年度 集計 値 分 類 

ア 学校基本調査報告Ⅰ 学校 膳届別 1926 年 フロー 学校則 の 

製造業 理工系卒業者 

Ⅰ国勢調査報告 ] 自然科学 1930 年 ストック 科学研究者， 

製造業 技術者，技能者 
『科学技術研究調査報告 ] 繍 1953 年 ストック 研究本務，研究 

製造業 神助者，技能者   

3.2. 産業技 育 システムの 変亜 

昭和から現在にいたるまでの 間に日本の研究開発人材の 構造は、 研究開発人材を 養成する学校の 教育制 

度もしくは産業の 教育体制の変化に 伴って変化してきた。 学校の教育制度及 び 産業教育システムは 日本 軽 

清友 ぴ 産業構造の変化に 応じて 変ィヒ する。 例えば、 戦前において 大学教育がまだ 軌道に乗っていなかった 

ため、 日本の孜育の 重点は専門学校教育におかれた。 そのために、 戦前の日本の 工業化を支えた「研究   

技術者」は大学卒の「研究・ 技術者」ではなく、 専門学校の卒業生であ った。 戦後日本が良案国から 工業 

回 に転換するにつれて 専門学校卒業の「研究・ 技術者」の役割は 相対的に低下した。 これに代わったのは 

大学卒の「研究，技術者Ⅰであ る。 さらに 80 年代以降日本は 技術立国をめざし、 研究開発に力を 入れ、 こ 

れば つれて大学院レベルの「研究・ 技術者」の役割が 重視されるよ う になった ( 下図 ) 。 こうして、 近代の 

日本の研究開発状況の 実状に 娃 みながらⅠ学校基本調査報告書 ] の統計データから 研究開発人材のデータ 

を 切り出し、 集計した。 

lS51  専修学校 

l H41 実業専門学校 l537  高等専門学校 

  M25 専門学校 f@ S24 矩わ浮 
l H14 学士研究科 lH40 大学院 l S28 ヵ御大学院 

H6 旧 制 大 学 S24  ヵ御大学 

@  H32 甲種実業学 礎 9 @  S18 実業学校 S24 各種学校 

H27 乙種実業学校   S24  新制高等学校 

H27 実業補習学校 

甘 1 Sl 現在 

3.3. ホ 穏における研究 克 死人材の杵 租 
。 "" '"""""" 」。 " 。 。 

本格では、 『科学技術研究調査報告Ⅰのように 狭く限定することを 娃 けるために、 大学以上の高等教育 

過程の卒業者のみならず、 短期大学、 専門学校 ( 戦前の専門学校および 戦後の高等専門学校を 含む ) 卒業者 
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も 「研究・技術者」に れ 入した。 
(2).  reafe&J  @W 

7 国勢調査報告Ⅰのように 範囲が極めて 広くなることを 避けるために、 本稿では工業高等学校、 各種芋 

校 、 実業学校 ( 戦前の甲、 乙種実業学校および 実業輔助学校を 含む ) 、 専修学校を卒業という 条件を加え、 
「技能者」として 想定する。 
したがって、 研究 臆 流人材は次のように 穏 成される。 
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発
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3.4. ストックデータの 推計方法 
次に、 r 学校基本報 蚕 報告言Ⅰ統計のフローデータから 以下の手 頂に 従って、 そのストックデー ク を 推 

許 する。 
。 "   " 掩 。 " 

まず、 研究 田発 人材のフローデータを 定積分処理する。 次のような式で 求める。 
P(t> 二 PB+ Ⅰ I(t)d 七 (1926 き t  ま 1990) 

これを 肚散 型にすれば、 次のようになる。 
t 

P(t)=P(1926)+2 Ki) 
Ⅰ 可 926 

上 式の中の P  (1926) は 1926-1942 年におけるフローデータを 傾向外挿法に 従って積分計算する。 こうして、 
研究 憶 克人材に関する 理想長大使 を得 ることができる。 大学卒業「研究・ 技脩者 」を例として 計算すれば、 
図 2 のようになる。 

  

@aaaxa 
ト 0 正常生存 伍 

。 " 。 窩在構億 

  

図 2 理想最大使、 正常生存 億 及 び 正常在職 値 ( 大学卒業の「研究・ 技術者」   

一 74 一 



(2). 正常生存 億 

上記の計算は、 研究開発人材の 理想最大値に 過ぎず、 実際には死亡に 伴 う 研究開発人材数の 減少等を考 

えなければならない。 本稿では厚生省統計局のⅠ人口動態調査 J のデータを補正基準として 用 い 死亡率 る 

考俺し 、 正常生存値を 推算した ( 図 2) 。 

(3). 正常在 甘億 

さらに、 退礒に 伴 う 研究開発人材の 数の変勒を考える 必要があ る。 研究開発人材は「研究・ 技術者」と 

「技能者」とに 分けて考える。 
「研究・技術者」の 完全定年退職年齢を 65 歳として、 1926 年以後は、 高等教育の平均卒業年齢を 22 歳と 

すれば、 劫窟年致は A3 年間になる。 1m26 年以前は、 高等教育の卒業年齢を 23 歳とすれば、 劫続 年数は 42 年 

面 になる。 
「技能者」の 完全定年退ほ 年齢を 60 歳として、 1926 年以後の中等教育卒業年齢を 18 歳とすれば、 勤続 年 

致は 42 年回になる。 1926 年以前の中等教育卒業年齢を 17 歳とすれば、 勤続年数は 43 年間になる。 こうして 

「研究・技術者」のフローデータから 退牡 した「研究・ 技術者」のデータを 計算することができる。 これ 

と同じく「技能者」の プ ロ～データから 追憶した「技能者」のデータの 推移も計算することができる。 こ 

れ より 研究開発人材に 関する 正 常在韓笹を得ることができる ( 図 2) 。 

t. 各種統計チータの 近時的 比 枕分析 

次に、 上記のようにして 求めた『学校 基 ホ調査報告書 ] のストックデータを 基に、 現在の各種統計 デ一 

タ を通時的に比接し、 その差が生ずる 原因を考察し、 相違点を解釈し、 各種の既存データの 特徴 と 信頼性 

を 検討した。 研究東光人材を「研究・ 枝折 者 Ⅱと「技能者」に 分けて比較する。 
t.l.  「研究・ 技雙者 」に 由 する比較 

  国持調査報告Ⅰおよび『科学技術研究調査報告Ⅰの「研究・ 技術者」の統計 ヂ一タは 大きく離れてい 

る ( 図 1) 。 1985 年では、 『国勢調査報告Ⅰの「研究・ 技術者Ⅰ数は 150 万人を越えているのに 対して仁科学 

技術研究調査報告 ] の「研究・技術者」の 敏は 50 万人にも達してれない。 これらの差は 先に述べたような、 
定 森上、 分類上および 租杢 方法上との相違のほかにどのような 原因があ るかを、 推定するために、 F 学校 

基本調査報告 害 Ⅰのデータを 以下のように 様々に組み合わせて 教育階層別に 集計する ( 図 3L 。 

そのうち、 大学卒業と大学院使丁 の 「研究技術者」の 数を合わせた 値はⅠ国勢調査報告Ⅰのデータ 値 

と比べると、 非常に少ないが、 r 科学技術研究調査報告Ⅰのデータ 億 とはかなり近いものとなっている。 

『科学技術研究調査報告 ] のデータとの 差は、 しかしながら、 1965 年を境にしてそれ 以降大きく 由 いてい 

る 。 

また、 r 学校基本調査報告 吉 ] による大学卒業と 大学院修了の「研究・ 技術者」 救 およびァ科学技術研 

究 調査報告 ] による「研究技術者」迫がなぜⅠ国勢調査報告Ⅰの 統計ょ り 少ないかについては、 次のよ 

うな理由が考えられる。 『田勢調査報告 ] の調査方法が 個人を調査対象としているのに 対し、 『科学技術 

研究 謂杢 報告Ⅰの調査単位が 会社または卒業所を 単位としているため、 業務に対する 認 隷の違いがあ り、 
例えば、 戦前の専門学校卒業者と 戟 後の高等専門学校卒業者および 短期大学卒業者は 自身を「研究・ 技術 

者 」と 認 試しているのに 対して、 卒業所では、 大学卒相当の 資格をより厳密に 解釈していることが 推定   

れる。 実株、 大学院、 大学、 高専 ( 戦前の高等工業専門学校を 含む ) および短期大学卒業の「研究・ 技術     
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図 3  「科学技 脩 研究 謂蚕 報告 ] 、 「国勢調査報告 ] 及 び 

斤 学校基本 謂蚕 報告 吉 ] における「研究，技術者」致の 推移 

致の推移は、 図 3 に示しているよ う に、 f 国労調査報告Ⅰ統計の「研究・ 技術者」のチータにかなり 近い曲 

埠を 描いていることがわかる。 
さらに、 1985 年以降の『国勢調査報告Ⅰとの 大きな 乖珪は 1976 年に始まる専修学校制度を 考臆すると 理 

解 できる。 高等学校卒業者が 入学資格を有する 専傍 学校専門課程は 高等教育に反する ( 図 3) 。 
『国勢調査報告 ] 、 『科学技術研究調査報告Ⅰ並びに『学校 基 ホ調査報告吉上において 三者の「研究   

技術者」致の 推移をまとめてみると、 次のようにそれぞれ 特袖 があ る。 
①
 

『科学技術研究調査報告 ] の統計データは 研究開発に従事している「研究，技術者」の 数を表して 

いる。 

② Ⅰ国勢調査報告 ] の統計データは 自己認 識に 従った「研究・ 技術者」の数を 表している。 
③ 『学校基本哲 杢 報告 吉 ] の統計データは 新規「研究・ 技術者」の実態を 表している。 
三者のデータのそれぞれの 特億を考廣 すれば、 「研究・技術者」の 実態を博 合 的に把握することが ; 可能 

になる。 
4.2.  「技能者」に ぬ する 比 故 
上記と同じように 各種統計データにおける「技能者」のデータの 比較分析を行 う 。 『国勢調査報告 J と 

耳科学技術研究 謂杢 報告Ⅰの「技能者」のデータをみると、 図 4 に示すようにⅠ国勢 講蚕 報告Ⅰの「技能者」 

データは 7 科学技術研究調査報告Ⅰのそれを 大幅に上回っていることが 注目される。 
イ 科学技術研究調査報告 ] における「技能者」の 定義は「研究者、 研究補助者の 指導、 監督の下に研究 

に付 捷 する技術的サービスを 主として行 う者 」と限定されている。 「技能者」のうち、 研究開始活動に 従 

卒している者の 臆は少ないために、 f 科学技術研究調査報告 ] のデータはきわめて 低い水準にとどまって 
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いる。 この笹は、 実業学校および 専修学校卒業生の 一部の研究開発活動に 従事している 者が千科学技術研 

究 調査報告Ⅰの「技能者」であ ると考えると 理解できる ( 図 4) 。 

しかし一方、 f 国勢調査報告Ⅰにおける「技能者」の 走お は 「普通 00 工 と呼ばれる技能的作業に 従事 

するもの」で、 学歴と関係なく、 仕事の範囲も 研究開発活動に 限定されていない。 したがって、 その「 技 

能者」の推移 ( 図 4) は、 本格の枠組のような 中等教育卒業の「技能者」を 上回っていても 不思議ではない。 
しかし、 この両者の差は 大きく、 自覚的「技能者」の 養成メカニズムの 主演は、 むしろ 職 社 有 

に依存していることを 示している。 
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図 4  『科学技術研究英主報告 4 、 『国勢調査報告 ] 及び 

『学校 基 ホ調査報告 キ ] における「技能者」致の 推移 

5. 注目すべき諸点 

統計資料の比較により 判明する日本の 研究開発人材構造の 特徴的な点をいくつか 挙げておこう。 
(1). 学校制度の変 圭 

数度にわたって 、 行われた 戦 きを 契億 として日本の 学校制度はその 都度大きな変化がみられる。 また、 
戦後は、 経済復興と産業経済の 発展に応じて 産業教育も煩 次強ィヒ されてきている。 このような変遷にもか 

かわらず、 戦前の工業専門学校を 高等教育相当 億関 とすることにより、 「研究・技術者」数の 推移を戦後 

につなげて理解でき、 また戦後発足した 理工系の短大、 高専、 専修学校 ( 専門課程 ) を同棟に高等教育相当 

ほ関 と位置づけることにより、 自覚的「研究・ 技術者」数の 推移を無理なく 理解できる。 
(2). 教育Ⅰ別の持 袖 

戦後、 日本経済の急成長および 工業の高度発展に 伴って、 「研究・技術者」の 数は大幅に増加している。 
1950 年から 1990 年までの 40 年間に「研究・ 技術者」数は 10 倍に増えた ( 図 3) 。 また、 「研究・技術者」を 教 

育層別に分けてみると、 図 5 に見られるよ う に戦前では専門学校卒業の「研究・ 技術者」が大きな 役割を果 

たし、 戦後では大学卒業の「研究・ 技術者」の 果 たした役割が 大きい。 さらに最近では 大学院卒業の「 研 

究 ・技術者」致が 増加傾向を示し、 「研究・技術者」の 水準が上昇傾向にあ ることを示している。 同じく 

「技能者Ⅰを 教育 届 別に見ると、 図 6 にみられるように 戦前では実業学校卒業の「技能者」がほとんどであ 

り、 戦後は牡 業 高校卒業の「技能者」が 増え、 その全体に占める 比重も大きくなっている。 
(3). 理工系における 非 「研究・ 技窩者 」の増加 

図 7 は 干 科学技術研究調査報告 ] の「研究・技術者」数が 大学卒業者及 び 大学院修了者数の 総和に占める 

割合を示す。 つまり、 理工系大学と 大学院卒業者のうち、 実際に「研究，技術者」として 定着した割合が 

どの程度であ るかを示す。 この推移をみるかぎり、 理工系大卒者の「研究・ 技術者」への 定着率は、 高度 

成長期以降減少を 続けた後、 1980 年代に入りほぼ 一定値を保っている。 逆にいえば、 理工兵卒業者の「 研 

究   技術庵れⅠという 現象は近年の 新しいものではなく、 60 年代後半からすでに 始まり、 むしろ近年は 安 

定的に推移していることを 示している。 
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図 5  枚 育俺 戸別「研究・ 技祷者 」数の推移 ( r 学校基本調査報告 害 ] ) 
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図 6  枚百膳 届別 「技能者」敏の 推移 ( 「学校基本調査報告 害 J) 
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図 7 研究 由発 徒車者数と大学・ 大学院数の 比 ( 「研究・技術者」定着率 ) 
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